
「渋谷区住民基本台帳に関する事務（特定個人情報保護評価書）（案）」（概要版） 

 

１. 事務の名称及び概要 

（１）事務の名称 

住民基本台帳に関する事務 

（２）事務の概要 

住民基本台帳法（以下「住基法」という。）及び行政手続における特定の個人を識別

するための番号の利用等に関する法律（以下「番号法」という。）の規定に従い、個

人を単位とする住民票を世帯ごとに編成した住民基本台帳を用いて、特定個人情報

を主に以下の事務で取り扱う。 

・住所の異動や出生等に伴う住民票の記載・消除及び修正 

・上記の異動を行った際の関係各所（前住所・都道府県等）に対する通知 

・本人または同一世帯員等による請求に基づく住民票の写し等の交付 

・住民基本台帳ネットワーク（以下、住基ネットという。）による本人確認情報の

照会 

・通知カードの送付先情報の連携及び個人番号カードの交付 

 

２. 特定個人情報ファイルの内容及び取扱いの局面について 

特定個人情報ファイルの内容及び取扱いの局面（入手時、使用時）については以下の通り。 

（１）住民基本台帳ファイル 

①内容 住基法に基づく渋谷区の住民基本台帳情報が記録されたファイル 

   ②入手 主に住民からの住民登録に係る申請受付時に入手。また、他の自治体からの

通知等。 

      ③使用 住民基本台帳の管理、住民票の写し等の発行、個人番号の指定、個人番号の

通知、個人番号カードの交付等に使用。 

（２）本人確認情報ファイル 

①内容 住基ネットの本人確認情報(基本４情報、異動事由等)が記録されたファイル 

②入手 住民記録システムより住民票の記載事項の変更又は新規作成が発生した都

度入手する。 

③使用 住基ネットを通じて全国共通の本人確認を行うために使用。 

（３）送付先情報ファイル 

①内容 通知カードの送付先情報(住所等）を地方公共団体情報システム機構（以下、

機構という。）に提供するファイル 

      ②入手 住民記録システムより個人番号抽出対象者の情報を抽出する。 

      ③使用 機構に対し通知カード及び交付申請書の送付先情報を提供する。 

 



 

３. リスク対策 

（１）住民基本台帳ファイル 

・届出書の受理の際は、「渋谷区住民基本台帳事務処理要領」に規定された本人確認を

厳格に行い、対象者以外の情報の入手や不正な届出の防止に努める。 

・住民票の記載等、特定個人情報の入力、修正、削除を行う際は、異動対象者または入

力内容に誤りの無いよう、二人以上の担当者によるダブルチェックを実施する。 

・使用する各システムについては、ユーザ IDによる識別とパスワードによる認証を実

施しており、認証後はそのユーザがシステム上で利用可能な機能を制限する。 

・操作者による認証から認証解除を行うまでの間、監査証跡の記録を行っている。（シ

ステム操作者がどの個人に対して照会・異動・証明発行を行ったかを記録している） 

（２）本人確認情報ファイル 

   住民基本台帳ファイルと同様に行う。 

（３）送付先情報ファイル 

 住民基本台帳ファイルと同様に行う。 

 

４. 特定個人情報ファイルの取扱いの委託 

（１）委託業務内容 

①住民異動に関する業務 

 住民の異動届出の窓口受付や届出内容を入力する際に特定個人情報を取り扱う。 

②住民票の写し等の交付に関する業務 

 住民票の写し等の窓口受付及び郵送受付の交付に関する業務の際に特定個人情報を

取り扱う。 

③システム保守業務 

     システムの運用・保守や制度改正に伴うシステム改修作業の際に特定個人情報を取

り扱う。  

（２）リスク対策 

       委託契約書に以下の規定を設けている。 

・特定個人情報を指示する目的以外に使用し、第三者に提供することを禁止する。 

・個人情報に関する事故が発生した際の報告を義務付ける。 

・特定個人情報を許可なく複写・複製することを禁止する。 

・特定個人情報を速やかに返還及び廃棄する。 

・必要に応じて立入検査又は調査をする。 

 

５. 特定個人情報の提供・移転 

（１）提供について 



① 主な提供先 

番号法第１９条第７号別表第２の第１欄に掲げられた情報照会者 

② 提供情報 

住民票関係情報のうちの世帯関係情報等 

（２）移転について 

    ① 主な移転先 

    渋谷区役所の他部署 

   ② 提供情報 

    住民票関係情報のうち移転先で必要となるもの 

（３） リスク対策 

・提供及び移転する特定個人情報ファイルについて、提供データ作成時の監査証跡に

作成日時、提供日時等の実行処理結果が記録される仕組みとする。 

  ・随時に移転が必要の際は、移転先の各担当課より依頼票を提出してもらうこととし

ており、依頼票の内容を検査した上で、必要な情報のみを提供することとしている。 

 

６.特定個人情報の保管・消去 

（１）保管 

住基法施行令第３４条により消除された住民票は、その消除された日から１５０

年間保存するものとするとされており、最低１５０年間は住民記録システムに除

票住民票として管理している。 

（２）消去 

    定められた保存期間を経過後、システムの機能にて適宜消去する。 

（３）リスク対策 

   ・データが保存されるサーバ設置場所に入退室できるものを限定し管理している。 

   ・サーバ設置場所、記録媒体の保管場所を施錠管理している。 

・日次でバックアップファイルを取得している。 

・データベースサーバの記録ディスクを二重化している。 

・ファイアーウォールにより、外部からのアクセスを制御している。 


